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　会　議　の　要　旨　（　議　事　録　）　

	会議の名称
	平成２６年度　第１回鳥栖市国民健康保険運営協議会

	開催日時
	平成２６年８月２１日
午後１時３０分～
	開催場所
	鳥栖市役所
２階第２会議室

	出席者数
	委　員　１５人（欠席　１人）
事務局　　４人
	傍聴人数
	　　　　　０人

	議題
	（１）平成２５年度鳥栖市国民健康保険の状況について

（２）平成２５年度鳥栖市国民健康保険特別会計決算について
（３）医療費適正化について

（４）その他

	配布資料
	平成２６年度　第１回鳥栖市国民健康保険運営協議会資料
（事前配布）

	所管課
	（課名）国保年金課　　　　（電話番号）８５－３５８２


平成２６年度　第１回鳥栖市国民健康保険運営協議会　議事録
	副会長
	議題の（１）平成２５年度鳥栖市国民健康保険の状況について、事務局より説明をお願いします。


	事務局
	（１）平成２５年度鳥栖市国民健康保険の状況について説明



	保険医代表

委員
	　資料の１ページで、療養給付・療養費の伸びが0.1％なのに対し、審査支払手数料が13.0％減少しているのはどうしてですか。


	事務局
	この審査支払手数料は、国保連合会へレセプトの審査及び支払に係る手数料を支払うもので、レセプト１件当たりの単価が見直されたことにより、審査支払手数料が減少したものでございます。


	保険医代表

委員
	レセプトの審査支払手数料は、努力によって単価を下げられると理解してもよいですか。　また、再審査のときの審査料も下がったのですか。


	事務局
	　今回の単価の引き下げについては、国保連合会の業務努力によるものと聞いておりますが、人件費削減等により、レセプト審査の質が下がらないようにして頂きたいと考えております。また、再審査においても、同じ単価となっています。


	被用者保険
等保険者代
表委員
	　医療費がかかっているということで、国保連合会も支払基金もコスト削減を図り、連続して単価をおとす方向でいる。今は、レセプト１枚に対しての単価だが、今後は審査した分で単価を出してみてはという意見も出ており、審査機関のバランスの問題と思う。


	被保険者代
表委員
	市の人口や世帯数のデータはどうやって出しているのか。また、国保の世帯数は増えているなら、被保険者数も増えるのではないですか。


	事務局
	市の人口、世帯数、被保険者数については、平成25年度の各月末現在の平均で算出をしております。したがって、平成25年度末の数値とは若干異なっております。

また、国保世帯数が増加しているのに対し、被保険者数が僅かですが減少しているのは、1世帯当たりの保険者数が減少していることを示しています。これは、国保世帯に限らず、市全体でも同じような傾向にあります。


	副会長
	　他に、ご意見、ご質問はありませんか。

　無ければ、（２）平成２５年度鳥栖市国民健康保険特別会計決算について、事務局より説明をお願いします。



	事務局
	（２）平成２５年度鳥栖市国民健康保険特別会計決算について説明



	公益代表

委員
	　資料の3ページに関して、収支・支出額が予算どおりになっていない。歳入が見込めないのに予算を86億にしているのは何故ですか。

また、この状況を改善するために、何か努力をされていますか。



	事務局
	本市の場合、累積赤字が9億円程ありますので、この累積赤字分を歳入に加えているものです。

予算を作成するに当っては、歳入予算と歳出予算は同額にする必要がございます。また、歳出のほとんどは、保険給付費や後期高齢者支援金等の出来高払いで支出するもので、歳入が不足するからといって、歳出を削減できるものではありません。したがって、保険給付費等の支出見込に対して必要な財源を歳入で計上しており、累積赤字の財源としましては、次年度の歳出予算から、繰上充用金として補填しており、自転車操業を行っている状況でございます。

また、累積赤字の解消につきましては、一般会計から毎年4千万円の法定外繰入を行っております。9億円以上の累積赤字があるため、解消には20年以上かかる計算となります。

国県の方針では、国保の都道府県化までに、保険者は責任をもって累積赤字を解消することとなっており、国保の都道府県化の期限が明確になった場合は、この法定外繰入額4千万円を見直すこととしております。



	被用者保険

等保険者代

表委員
	国保を都道府県で統一する時までに市町村が累積赤字を解消しておかなければならないと国からの方向性は出ている。しかし、累積赤字をいきなり解消するとなると市政が立ち行かなくなるのではありませんか。



	事務局
	確かに、累積赤字を一期に解消しようとすれば、財政的の非常に厳しい状況となります。

全国的に赤字を抱えている保険者はかなりたくさんあり、国の支援等も考えられ、また、現時点においては、国保の都道府県化の期限が明確になっておらず、今後の国の動向を注視したいと考えております。



	会　長
	　他に、ご意見、ご質問はありませんか。

無いようですので、（３）医療費の適正化について、事務局より説明をお願いします。



	事務局
	（３）医療費の適正化について説明



	被用者保険

等保険者代

表委員


	特定健診を実施する際、がん検診との同時受診をしているのか。同時受診の方が住民の方も受けやすい。佐賀市は、ミズ薬局と提携をして特定健診を受診しやすいように工夫している。協会けんぽとしても協力したいので、同時受診を実施するなど検討をして欲しい。



	事務局
	特定健診とがん検診の同時については、実施場所、特に駐車場の問題や、日程、委託先との契約上の問題など、解決すべき課題が多く、なかなか実施できていないのが現状となっています。

このような中、平成25年度では、肺がん検診と同時実施が1日と、大腸がん健診との同時実施を数回実施したところです。また、今年度については、複数のがん健診を同時に受けられるように計画をしているため、特定健診との同時実施は見送っております。

来年度以降も、受診者の利便性を考え、出来る限り、同時実施の回数を増やしていきたいと考えております。


	被用者保険

等保険者代

表委員


	いろんな形で保健師が保健指導されていますが、訪問している保健師は鳥栖市で雇用している保健師なのか。また、人数はどれくらいいるのか。

	事務局
	特定健診・特定保健指導に携わっている保健師は7～8名で、あと不足する保健師、看護師については、臨時で雇用しています。

また、重複受診者等の訪問指導については、国保年金課で雇用している臨時の看護師で対応しています。



	保険医代表

委員
	保険薬剤師代表委員にお聞きしたいのですが、ジェネリック医薬品に替えた場合、調剤技術料が高くなることはないのですか。



	保険薬剤師
代表委員

	高くなることは、ありません。



	副会長
	他に、ご意見、ご質問はありませんか。

　次に、その他について何か事務局のほうからございますでしょうか。


	事務局
	特にございませんが、何か委員様よりありましたらお願いします。


	被保険者代

表委員
	平成25年度実績報告は今日の説明でよいと思うが、平成25年度の反省を踏まえて平成26年度の市民に対する今後の指針や計画書はないのか。また、鳥栖市のジェネリック医薬品の普及率はどれくらいなのか。


	事務局
	　平成26年度の医療費適正化事業については、基本的には前年度と同様に実施することとしています。

特に変更等を行ったこととしては、ジェネリック医薬品差額通知について、対象者の抽出条件を変更したことにより、対象者が50人程度であったのが500人に増加しました。

また、糖尿病予防教室の実施について、これまでは、講演会形式（教室形式）で不特定の方を対象に実施してきましたが、平成26年度からは、特定健診の情報から、健康相談等が必要な方を特定し相談会等を実施することとしています。

次に、ジェネリック医薬品の利用状況についてですが、鳥栖市は県内平均よりも高く、医薬品全体の約35％でジェネリック医薬品が利用されています。また、ジェネリック医薬品に替えることができない医薬品を除くと利用率は50％を超えております。


	保険医代表
委員
	国保連合会が出しているジェネリックの利用率は、あくまでも薬の件数であって金額にすると低いのではないか。


	事務局
	　委員がおっしゃるとおり、今申し上げた利用率は、医薬品の数量ベースによるもので、金額ベースでみると、ジェネリック医薬品の価格が安いため、利用率は低くなります。


	保険医代表

委員

	ジェネリック医薬品は、薬の効果と安全性を考慮し、先発医薬品と比較した結果同じであれば安いジェネリック医薬品が良いと思う。しかし、ジェネリック医薬品が安くても先発医薬品に比べ、使用する量が多いとかえって医療費を圧迫することになります。また、ジェネリック医薬品は薬効に関してデータを作成しなくてよいため、患者さんに使用してもらって試すしかありません。現場でジェネリック医薬品を推進しようと思っていますが、国の指針どおりにするのは難しいところがあります。


	被用者保険
等保険者代
表委員
	　お医者さん方にお聞きしますが、ジェネリック医薬品の使用欄に使用不可と記載するところがあるが、実際のところ書きにくいものですか。


	保険医代表

委員

	　薬品のメーカーが様々あり、ジェネリック医薬品でいいものはいいと思うが、医師は、調剤をどの薬にするかまでは介入できない。ジェネリック医薬品に変えた場合、効果の次に、安全性の問題があります。実際に裁判になったケースでジェネリック医薬品を処方した側が敗訴しています。その場合、医者が悪いのか調剤が悪いのか難しい面もあります。


	被用者保険
等保険者代
表委員
	　薬品メーカーにジェネリック医薬品をある一定期間作らないといけないように厚労省が縛りをかけようとしていると聞いております。



	保険薬剤師
代表委員


	ジェネリック医薬品は色々あるが、データはある程度あり、先発医薬品と比べてお勧めをしている。
また、処方した薬を全部飲みきっていない患者さんが多く、その場合余った薬を薬局で回収して使えるなら、使う方向で考えています。


	副会長
	　他に、ご意見、ご質問はありませんか。

特に無ければ、これで議事を終了します。




